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平成 20 年 2 月期 中間決算短信（非連結）      （財）財務会計基準機構会員          
 

平成 19 年 10 月 10 日 

 

上 場 会 社 名  株式会社 オオゼキ                          上場取引所       東証第二部 

コ ー ド 番 号        ７６１７                              ＵＲＬ http://www.ozeki-net.co.jp/

代   表   者 （役職名） 代表取締役社長                 （氏名） 佐藤美喜雄  

問合せ先責任者 （役職名） 取締役執行役員管理本部長 （氏名） 藤 本 昌 訓 TEL（03）5355－6685(直通) 

半期報告書提出予定日 平成 19 年 11 月 16 日  

（百万円未満切捨て） 
 

１．19 年 8 月中間期の業績（平成 19 年 3 月 1 日～平成 19 年 8 月 31 日） 

(1) 経営成績                                                                 （％表示は対前年中間期増減率） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間（当期）純利益
 

19 年 8 月中間期 

18 年 8 月中間期 

百万円  ％ 
32,584   5.0 
31,025  14.6 

百万円  ％ 
   2,391   8.6 

2,201  19.2 

百万円  ％ 
   2,432   9.8 

2,214  19.0 

百万円  ％ 
   1,425    9.2 

1,305  21.5 
19 年 2 月期 62,582 4,597 4,619     2,738 

 

 1 株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後 1 株当

たり中間（当期）純利益 
 

19 年 8 月中間期 

18 年 8 月中間期 

円  銭 
116 85 
109 35 

円  銭 
   － 
107 89 

19 年 2 月期 228  51 226 81 
（参考）  持分法投資損益  19 年 8 月中間期    －百万円    18 年 8 月中間期    －百万円    19 年 2 月期    －百万円 

 

(2) 財政状態                               

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1 株当たり純資産 
 

19 年 8 月中間期 

18 年 8 月中間期 

百万円 
29,345 
26,661 

百万円 
22,544 
19,639 

％ 
76.8 
73.7 

円  銭 
1,842 37 
1,641 45 

19 年 2 月期 28,510 21,334 74.8 1,761  10 
（参考）   自己資本    19 年 8 月中間期 22,544 百万円   18 年 8 月中間期 19,639 百万円   19 年 2 月期 21,334 百万円 

 

(3) キャッシュ・フローの状況                       

 営 業 活 動 に よ る  
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 

19 年 8 月中間期 

18 年 8 月中間期 

百万円 
1,462 
2,252 

百万円 
 △402 
△424 

百万円 
△384 
△357 

百万円 
10,958 
8,072 

19 年 2 月期 4,356 △412 △262 10,282 
 

２. 配当状況 

 1 株当たり配当金（円） 

（基準日） 中間期末 期  末 年  間 
 円  銭 円  銭 円  銭 
19 年 2 月期 － 35 00 35 00 
20 年 2 月期 － － 
20 年 2 月期（予想） － 37 00 

37 00 

 
３．20 年 2 月期の業績予想（平成 19 年 3 月 1 日～平成 20 年 2 月 29 日）          （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1 株 当 た り 

当期純利益 
 
通期 

百万円  ％ 
64,114   2.4 

百万円  ％ 
4,793   4.3 

百万円  ％ 
4,849   5.0 

百万円  ％ 
2,839   3.7 

        円  銭 
   232 02 
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４.その他 

（1）中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本となる重要

な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         無 
   （注）詳細は、17 ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

 

（2）発行済株式数（普通株式） 
① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  19 年 8 月中間期 12,651,000 株 18 年 8月中間期 12,651,000 株 19 年 2月期 12,651,000 株 

② 期末自己株式数            19 年 8 月中間期   414,420 株 18 年 8月中間期   686,220 株 19 年 2月期   537,420 株 

（注）1 株当たり中間（当期）純利益の算出の基礎となる株式数については、26 ページ「1 株当たり情報」をご覧ください。 

 

   

 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 なお、業績予想に関する事項は 3ページ「1.経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧下さい。 

 



株式会社オオゼキ（7617）平成 20 年 2 月期中間短信（非連結） 

3 3 

 

1. 経営成績 

（1） 経営成績に関する分析 

① 当中間期の概況 

                                                  （百万円） 

 売上高 売上総利益 営業利益 経常利益 中間純利益 

平成19年 8月中間期 32,584 7,924 2,391 2,432 1,425 

平成18年 8月中間期 31,025 7,449 2,201 2,214 1,305 

増 加 率 5.0％ 6.4％ 8.6％ 9.8％ 9.2％ 

 

 
既存店売上高

前年対比 
売上総利益率 営業利益率 経常利益率 中間純利益率

平成19年 8月中間期 103.2％ 24.3％ 7.3％ 7.5％ 4.4％ 

平成18年 8月中間期 99.7％ 24.0％ 7.1％ 7.1％ 4.2％ 

改 善 率    － 0.3％ 0.2％ 0.4％ 0.2％ 

 

当中間会計期間におけるわが国経済は、大企業を中心に好調な企業収益を背景に設備投資の拡大が続き、

また、雇用・所得環境の改善に伴い個人消費が底堅く推移する等、緩やかな景気回復基調にありました。 

当社を取巻く環境といたしましては、一部商品では原材料の高騰によりメーカーによる値上実施があった

ものの、業態を超えた競合、そのための価格競争が継続しており、予断を許さない状況となっております。 

このような状況の下当社では、本年2月13日に迎えました創業50周年を大きな節目として捉え、「伝統の

継承・未来の創造」を標榜し、現場主義を再徹底してまいりました。社員 1 人 1 人が、お客様の望んでいる

ことを察知すること、売ることの喜びを体感すること、店舗の特性をいかした戦略を徹底すること等により、

お客様のご支持を更に拡大するという創業の原点に立ち、既存店舗の強化を中心に推進してまいりました。

具体的には、本年1月より開始した「毎月7日はオオゼキの日」の定着化、営業本部による店舗クリニック、

「こだわり商品企画」の継続実施等を、創業50周年の「お客様感謝企画」とともに、実施してまいりました。 

以上の結果、既存店売上高は、客数（前年対比101.6％）、客単価（同101.6％）の向上により、同103.2％

の実績となり、売上高は325億 84 百万円（前年同期比5.0％増）と、平成19年4月10日に発表いたしまし

た業績予想を7億11百万円上回ることができました。なお、部門別売上高の状況につきましては、27ページ

の「5.その他（部門別売上高状況表）」に記載しておりますが、生鮮、一般食品部門の全部門が売上予想、既

存店売上高前年実績を上回ることができました。利益につきましても、昨年後半からの生鮮部門を中心とし

た売上総利益率の改善傾向が続いており、売上総利益率 24.3％と前年同期比で 0.3 ポイントの改善となって

おります。販売管理費につきましては、概ね予測通りの進捗状況であり、経常利益は24億 32百万円（同9.8％

増）、中間純利益は14億 25百万円（同9.2％増）と増収増益を達成することができました。 

   

 



株式会社オオゼキ（7617）平成 20 年 2 月期中間短信（非連結） 

4 4 

 

② 通期の見通し 

                                                  （百万円） 

 売上高 売上総利益 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成20年 2月期 64,114 15,776 4,793 4,849 2,839 

平成19年 2月期 62,582 15,212 4,597 4,619 2,738 

増 加 率 2.4％ 3.7％ 4.3％ 5.0％ 3.7％ 

 

 
既存店売上高

前年対比 
売上総利益率 営業利益率 経常利益率 当期純利益率

平成20年 2月期 101.6％ 24.6％ 7.5％ 7.5％ 4.4％ 

平成19年 2月期 99.3％ 24.3％ 7.3％ 7.4％ 4.4％ 

改 善 率    － 0.3％ 0.2％ 0.1％ 0.0％ 

 

 今後の見通しにつきましては、引続き好調な企業業績を受け、緩やかな景気回復基調が持続するものと思わ

れる一方で、米国経済の減速懸念、原油や原材料価格等による不透明さも増してきております。個人消費につ

きましては、雇用情勢の改善があるものの、税制改正、年金不安等により、消費の足取りは重い状況となって

おります。 当社を取巻く環境といたしましても、業態を超えた再編、競合激化等が続くことに加え、商品原

価の高騰や労働力確保への対応も必要となることが予測されます。 

このような状況のもと、当社といたしましては、現場主義を徹底することで、社員一人一人がお客様の望ま

れることを敏感に察知し、対応できる店舗作りを目指してまいります。お客様のご支持を拡大することを社員

の「やりがい」や「成長」に結び付け、記念すべき創業 50 周年に相応しい業績を残すことと次なるステップ

アップを見据えた人材育成、体制創りを推進してまいります。 

 通期の業績見通しにつきましては、当初見通しであります、売上高641億 14百万円（前年同期比2.4％）、

営業利益47億 93百万円（同4.3％）、経常利益48億 49百万円（同5.0％）、当期純利益28億 39百万円（同

3.7％）の19期連続の増収増益を見込んでおります。なお、本年6月より、店舗開発担当者を、兼任から専任

へと変更いたしました。早期出店が見込める入替出店、その他新築案件等交渉中の案件は保有しており、また、

日々の新規情報にも迅速に対応しておりますが、現段階においての既契約物件はありません。契約の進捗状況

については、今後とも適時お知らせしてまいります。 

 平成 20 年 2 月期の期末配当金につきましては、（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当でも記載い

たしましたが、前期の配当は記念配当 5 円を含む 1 株当たり 35 円でありましたが、当期は普通配当を 7 円増

配し、37円を予定いたしております。 

なお、本項における将来に関する事項は、本中間決算短信公表日現在において当社が判断したものでありま

す。 

 

（2）財政状態に関する分析 

ａ．資産、負債及び純資産の状況 

当中間会計期間末における総資産は、293 億 45 百万円と前期末から8億 34 百万円の増加となりました。こ

れは、主に当中間期の純利益が14億 25百万円となったことにより、有価証券が20億 54百万円増加、また現

金及び預金が11億 7百万円減少したことによるものであります。 

 当中間会計期間末における負債は、68億 1百万円と前期末に比べ3億 74百万円の減少となりました。これ

は、主に役員退職慰労金制度廃止にともなう役員退職慰労引当金が 2 億 41 百万円の減少、未払法人税等が 2
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億17百万円の減少、また買掛金が1億 13百万円増加したことによるものであります。 

 当中間会計期間末における純資産の残高は、225 億 44 百万円と前期末に比べ 12億 9百万円の増加となりま

した。これは、主に中間純利益14億 25百万円、及びストック・オプションの権利行使による自己株式処分に

よる収入2億 8百万円、利益処分による剰余金の配当4億 23百万円によるものであります。 

 
ｂ．キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）につきましては、収入の主なものといた

しまして、税引前中間純利益が24億 18百万円（前年同期比2億8百万円増加）があり、支出の主なものは法人

税等の支払による支出11億 23百万円（同2億89百万円支出増）、退任取締役に対し退職慰労金贈呈等による役

員退職慰労引当金の減少2億 41百万円等がありました。その結果、前期末と比較して6億 75百万円増加し109

億 58百万円となりました。当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。  

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は14億 62百万円（同7億90百万円減少）となりました。この主な内訳は税引

前中間純利益が24億 18百万円（同2億8百万円増加）あり、減価償却費が2億32百万円（同35百万円減少）、

仕入債務の増加が1億13百万円（同1億7百万円減少）及び法人税等の支払による支出が11億 23百万円（同2

億89百万円支出増）、及び役員退職慰労金引当金の減少が2億41百万円発生したことによるものであります。 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、使用した資金は4億2百万円（同21百万円支出減）となりました。この主な内訳は有価証券

の取得による支出3億1百万円、店舗改装にともなう差入保証金の支払による支出が1億円(同64百万円支出増)

発生したことによるものであります。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は3億84百万円（同26百万円支出増）となりました。これは、ストック・オ

プションの権利行使による自己株式処分による収入が2億8百万円（同69百万円収入増）、長期借入金の返済に

よる支出が1億70百万円（前期比30百万円支出減）、配当金の支払による支出が4億22百万円（同1億26百万

円支出増）によるものであります。 

 
（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 

 平成17年 2月期 平成18年 2月期 平成19年 2月期 
平成19年 8月

中間期 

自己資本比率（％） 70.7 73.9 74.8 76.8 

時価ベースの自己資本比率（％） 154.8 168.5 141.1 136.4 

債務償還年数（年） 0.4 0.2 0.0 0.0 

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ（倍） 291.3 513.1 1,571.3 7,020.2 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
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※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 有利子負債は賃借対照表（中間貸借対照表）に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象と

しております。また利払いにつきましては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

当社は、株主の皆様方に対する安定的な利益還元の充実を経営の最重要施策のひとつとして位置づけしており、

企業体質の更なる強化を図りながら、業績に裏付けられた配分を行うことを基本方針としており、配当性向はま

ず確実に２桁を確保すること、次のステップとして配当性向20％を目標と考えております。 

前期の期末配当金につきましては、平成19年 2月13日に、創業50周年を迎えた記念すべき年度に、東京証券

取引所市場第二部に上場できましたことの感謝の意を込めて、記念配当5円を含む1株当たり35円の期末配当を

実施させていただきました。この結果、配当性向は15.3％、純資産配当率は2.1％となりました。 

当期につきましては、普通配当といたしまして、1株37円の期末配当をさせていただくことを予定いたしてお

ります。この結果、予想配当性向は15.9％となりますが、今後とも配当性向20％を目指してまいります。 

内部留保金につきましては、業界再編、淘汰等の変化や同業他社との競合環境の激化に対応できる強固な財務

体質を維持しながら、更なる成長をするための新規出店や設備投資を継続するためにも、充分な内部留保を確保

しておく必要があると考えております。 

 

（4）事業等のリスク 

中間決算短信に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、主として以

下のようなものがあります。なお、本項における将来に関する事項は、当中間会計期間末現在において当社が判

断したものであります。 

 

① 小売業における外部環境について 

当社は、食品主体の小売業に属しております。同事業を取巻く外部環境として、景気動向、価格競争の激化、

他業態も含めたオーバーストアー下での競合の状況、消費者に係る税制等の変更、異常気象等による生鮮相場

の大幅な変動等により、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 食品の安全性について 

当社の売上高構成比は、生鮮食品が47.1％、一般食品が51.1％となっており、食品の売上高構成比が98.2％

と高く、経営成績の根幹を成すものであります。消費者の「食」の安全に対する意識が極めて高くなってきて

おり、また、「食品衛生法」、「JAS法」、「牛肉トレーサビリティ法」等法規制の整備も行われております。食中

毒問題、虚偽表示問題等が発生した場合には、お客様の信頼・信用を失う可能性があります。また、このほか

BSE 問題や鳥インフルエンザのような予期せぬ事態が発生する可能性もあり、このような場合には、当社の経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 出店政策について 

当社は、平成19年 8月現在で、東京都（25店舗）及び神奈川県（4店舗）に計29店舗を展開しており、城

西地区（東京都世田谷区、杉並区等）、城南地区（東京都大田区、品川区）を中心とした東京都及びその隣接

地域の人口集積住宅地を中心とした立地に出店しております。当社では、今後もこれら地域を中心に出店を継

続する方針でありますが、出店場所の確保及び出店手続きが計画通りに進捗しない場合には、経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 
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④ 「大規模小売店舗立地法」の規制について 

当社は出店に際して「大規模小売店舗立地法」の規制を受けます。同法では、売場面積が1,000㎡超の店舗

の新設等について、都道府県等への届出が義務付けられ、事前に交通渋滞及び騒音等の調査や、廃棄物等につ

き調整等を行う必要があります。このため、当該調査及び調整等に予定外の時間がかかる場合には、当社の出

店計画に影響を及ぼす可能性があります。 

なお、東京都世田谷区、杉並区等、自治体が独自で条例等を定め、1,000 ㎡以下であっても届出等を必要とす

る地域もあり、「大規模小売店舗立地法」と同様に当社の出店計画に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 個人情報の管理について 

当社はポイントカード制度を採用しており、70 万人以上の個人情報を保有しております。このため、「個人

情報の保護に関する法律」に準拠した社内管理体制を確立しておりますが、予期せぬ事件・事故等により個人

情報の流出が発生した場合、当社の社会的信用の低下はもとより損害賠償請求を受ける可能性があり、この場

合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ 自然災害・事故等について 

当社は食料品主体のスーパーマーケットとして多店舗展開を行っておりますが、自然災害や事故等により、

店舗の営業継続に支障をきたす可能性があります。この場合、当該被災店舗の営業活動を一時休止せざるを得

ない状況も予想され、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦ 減損会計の適用について 

平成 17 年 4 月 1 日以降開始する事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」が適用されており、当社

では平成 19 年 2 月期から当該基準が適用となりました。当社は、一部減損会計適用の検討対象となる事業用

資産を所有しておりますので、今後の地価の動向や収益状況の変動等によって、固定資産の減損処理が必要と

なる可能性があり、この場合には、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧ 人材の育成について 

当社では、「個店主義」を採用し、店舗運営に関する主な権限を各店舗に委譲しております。当社の各店舗

は、地域のお客様毎のニーズにあわせたきめ細やかな運営を行うよう努めており、「個店主義」は当社の強み

であると認識しております。一方、この「個店主義」が維持されるためには、「お客様第一主義」の意識と販

売する商品知識及びノウハウを持った幹部社員の確保・育成が不可欠となります。 

当社では、今後新規に出店する店舗においても、既存店同様に「個店主義」を導入していく方針であります。

しかし、当社方針に沿った店舗運営が可能となる人材の確保・育成が計画通り進捗しない場合には、出店等が

円滑に進まず、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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2. 企業集団の状況 

該当事項はありません。 

 

 

3. 経営方針 

（1） 会社の経営の基本方針 

当社は「お客様第一主義」を創業以来不変の理念として、「個店主義」、「個店分散仕入」、「高い正社員比率」

の３つのキーワードにより独自のビジネスモデルを確立、実践してまいりました。「お客様第一主義」を標榜し

実践することにより、「食」を通じ、お客様の満足・幸福を実現、その結果、お取引様、従業員の満足・幸福と

なる、ひいては株主様の満足・幸福に繋がるという「幸福の循環」を今後とも深めてまいります。 

店舗運営におきましては、「鮮度」、「品質」、「品揃え」、「価格」、「接客」を最重点施策として徹底し、日々変化

するお客様のニーズにリアルタイムに対応することにより、地域の皆様からご支持いただける店舗創りを目指

しております。 

また、経営情報につきましても、より多くの皆様方にご理解いただき、信頼を維持・向上するため、迅速、正

確かつ公平な適時情報開示を行っております。 

 

（2） 目標とする経営指標 

お客様のご支持を更に強固なものとし、かつ効率経営を追求するための数値目標として、お客様のご支持の

バロメータであります既存店売上昨年対比100％確保、着実な新規出店による増収増益の連続を重要な指標とし

ております。 

 

（3） 中長期的な会社の経営戦略 

当業界の低価格化傾向は、景気回復が続いてはいるものの、お客様の価格に対する意識、業態を超えた競合

の激化等のため、今後とも同様の傾向にて推移することが予測され、当社にとっても、更なる企業努力が必要

であると考えております。 

 当社では、目標とする経営数値達成に向け、最前線である店舗を最優先とする現場主義を徹底し、既存店に

ついては地域に更に根ざした店舗の追求、また、新店は地域での存在感を早期に構築すべく、鮮度、品質にこ

だわり、品揃え、価格訴求力の強化、接客サービスの向上を目指し、魅力ある人材創り、店舗創り、商品創り

を推進してまいります。店舗開発におきましても、開店準備期間、投資額等効率のよい賃借店舗だけでなく、

土地取得、区分所有等人材と同様将来に向けた投資にも柔軟に対応してまいります。 

 

（4） 会社の対処すべき課題 

当社の強みと認識している店舗の効率性の源泉は、「個店主義」という独自のシステムにより、地域のニーズ

を反映したお客様満足度の高い店舗創りにあります。そして、その強みを活かすのは人材であります。 

対処すべき課題といたしましては、今後も継続する多店舗化にも対応し、より高い技術、ノウハウ及びお客

様志向の意識をもった社員の育成はもとより、お客様のニーズに対して素早い対応のできる組織創り、お客様

に喜んでいただける商品創りを目指して、より一層人材教育を徹底してまいります。 

 

（5）その他、会社の経営上重要な事項 

   特筆する事項はありません。 
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4. 中間財務諸表等 

 

（1）中間貸借対照表 

                                                                                        

                  
前中間会計期間末 

（平成 18 年 8 月 31 日） 
当中間会計期間末 

（平成 19 年 8 月 31 日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成 19 年 2 月 28 日） 

区 分 
注記

番号 
金    額（千円） 

構成比

（％）
金    額（千円） 

構成比 

（％） 
金    額（千円） 

構成比

（％）

（ 資 産 の 部 ）          

Ⅰ．流 動 資 産          

 1  現金及び預金         5,734,412   4,865,516   5,973,101   

 2 売 掛 金  35,664   22,525   26,787   

 3 有 価 証 券         2,483,099   6,539,652   4,484,933   

 4 た な 卸 資 産         652,717   667,461   672,701   

 5 繰延税金資産         172,705   173,819   177,997   
 6 そ の 他  325,792   328,289   209,212   
 7  貸 倒 引 当 金         △91  △118   △80   

 流 動 資 産 合 計   
 

9,404,300 35.3  12,597,145 42.9  11,544,653 40.5 

           

Ⅱ．固 定 資 産           

 1 有形固定資産        ※1          

  (1)建  物 ※2 3,932,337   3,645,941   3,753,192   

   (2)土  地 ※2 8,511,744   8,511,744   8,511,744   
※2 589,147  452,959  505,033    (3)そ の 他 

有形固定資産合計  13,033,229  
 

12,610,644  
 

12,769,970  
 

2 無形固定資産           

   (1)ソフトウェア  58,049   90,504   103,724   

13,344   8,495   10,920     (2)そ の 他 

無形固定資産合計 
 

71,393   99,000  114,644 
3 投資その他の資産       

 
 

 
 

   (1)投資有価証券  300,000   300,000   300,000   

   (2)繰延税金資産  185,649   125,491   205,928   

   (3)長期差入保証金  3,650,012   3,584,886   3,546,726   

   (4)そ の 他  17,139   28,497   28,906   

   (5)貸 倒 引 当 金         △16  △19   △12   

投資その他の資産合計  4,152,785 
 
  4,038,856   4,081,549   

 固 定 資 産 合 計  17,257,408 64.7  16,748,502 57.1  16,966,163 59.5 

資  産  合  計  26,661,709 100.0 29,345,647 100.0 28,510,817 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間末 
（平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成 19 年 2 月 28 日） 

区 分 
注記

番号 
金    額（千円） 

構成比

（％）
金    額（千円） 

構成比 

（％） 
金    額（千円） 

構成比

（％）

（ 負 債 の 部 ）           

Ⅰ．流 動 負 債           
 1  買  掛  金         2,727,848   2,786,447   2,672,731   
 2 1年内返済予定        
   長 期 借 入 金        

※2 336,000   －   170,000   

 3 未  払  金         1,164,820   1,327,629   1,236,190   
 4 未払法人税等         981,461   929,169   1,146,324   

 5 未払消費税等        ※3 119,097   109,998   182,139   

 6 未 払 費 用         508,533   630,195   644,041   
 7 賞 与 引 当 金         189,195   198,655   160,000   
 8 そ の 他         326,034   311,253   255,579   

 流 動 負 債 合 計   6,352,991 23.8  6,293,349 21.5  6,467,007 22.7 
             
Ⅱ．固 定 負 債           

 1  長 期 借 入 金        ※2 －   －   －   
 2  退職給付引当金  200,898   258,235   241,729   
 3  役員退職慰労引当  

金    237,208   －   241,262   

4 そ の 他         231,022   249,746   226,156   

 固 定 負 債 合 計   669,129 2.5  507,981 1.7  709,149 2.5 

負  債  合  計   7,022,121 26.3  6,801,331 23.2  7,176,156 25.2 
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前中間会計期間末 
（平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間末 
（平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成 19 年 2 月 28 日） 

区 分 
注記

番号 
金    額（千円） 

構成比

（％）
金    額（千円） 

構成比 

（％） 
金    額（千円） 

構成比

（％）

（ 純 資 産 の 部 ） 
         

Ⅰ．株主資本 

1 資本金   1,515,150 5.7  1,515,150 5.2  1,515,150 5.3 
2 資本剰余金          

(1)資本準備金 1,950,724   1,950,724   1,950,724   

資本剰余金合計 
  1,950,724 7.3  1,950,724 6.6  1,950,724 6.8 

3 利益剰余金           

(1)利益準備金  53,464   53,464   53,464   

(2)その他利益剰余金           

別途積立金  15,700,000   17,700,000   15,700,000   

繰越利益剰余金  1,717,226   2,108,252   3,129,652   

利益剰余金合計   17,470,690 65.5  19,861,716 67.7  18,883,116 66.2 

4 自己株式   △1,296,977 △4.8  △783,275 △2.7  △1,015,745 △3.5 

5  自己株式申込証拠金   － －  － －  1,414 0.0 

株主資本合計   19,639,587 73.7  22,544,315 76.8  21,334,660 74.8 

 純資産合計   19,639,587 73.7  22,544,315 76.8  21,334,660 74.8 

負債・純資産合計   26,661,709 100.0  29,345,647 100.0  28,510,817 100.0 

           



株式会社オオゼキ（7617）平成 20 年 2 月期中間短信（非連結） 

12 

 

 

 （2） 中間損益計算書 

 

                      

 
 
 

前中間会計期間 
（自 平成 18 年 3 月 １日 
至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 １日 
至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成 18 年 3 月 １日 
至 平成 19 年 2 月 28 日） 

区 分 
注記

番号 
金    額（千円） 

百分比 

（％） 
金    額（千円） 

百分比 

（％） 
金    額（千円） 

百分比 

（％） 

    ％   ％   ％

Ⅰ．売 上 高          31,025,706 100.0  32,584,458 100.0  62,582,140 100.0 

Ⅱ．売 上 原 価        23,575,845 76.0 24,659,611 75.7 47,369,582 75.7 

 売 上 総 利 益          
  

7,449,861 24.0 
 

7,924,847 24.3 
 

15,212,557 24.3 

Ⅲ．不動産賃貸収入 366,873 1.2 356,058 1.1 723,405 1.2 

 営 業 総 利 益          
  

7,816,734 25.2 
 

8,280,905 25.4 
 

15,935,962 25.5 

Ⅳ．販売費及び一般管理費 5,615,627 18.1 5,889,597 18.1 11,338,118 18.1 

 営 業 利 益          
  

2,201,107 7.1 
 

2,391,308 7.3 
 

4,597,844 7.4 

Ⅴ．営 業 外 収 益              ※1  25,036 0.0  44,516 0.2  55,072 0.1 

Ⅵ．営 業 外 費 用              ※2  11,666 0.0 3,474 0.0 33,861 0.1 

 経 常 利 益            2,214,477 7.1 
 

2,432,349 7.5 
 

4,619,055 7.4 

Ⅶ．特 別 利 益              ※3  9 0.0  － －  24 0.0 

Ⅷ．特 別 損 失              ※4・5 4,033 0.0 13,382 0.1 6,131 0.0 
 税引前中間（当期）純利

益 
 

 
2,210,452 7.1 

 
2,418,966 7.4 

 
 4,612,948 7.4 

 法人税、住民税及び事業税  950,875   909,041   1,945,739   

 法 人 税 等調 整額          △45,620 905,255 2.9 84,614 993,656 3.0 △71,191 1,874,548 3.0 

 中間（当期）純利益 
 

 1,305,197 4.2  1,425,310 4.4  2,738,400 4.4 

           

 



株式会社オオゼキ（7617）平成 20 年 2 月期中間短信（非連結） 

13 

 

 

（3）中間株主資本等変動計算書 

 
前中間会計期間（自平成 18 年 3 月 1 日 至平成 18 年 8 月 31 日）                     （単位：千円） 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金
合 計 

利 益 
準備金 

別途積立金 繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合 計 

自己株式 自己株式 
申込証拠金 

株主資本 
合 計 

純資産合計 

平成18年2月28日 残高 1,515,150  1,950,724  1,950,724 53,464 13,700,000  2,723,235 16,476,699 △1,450,067     280 18,492,786 18,492,786 

中間会計期間中の変動額       

別途積立金の積立て（注）    2,000,000 △2,000,000      －      － － 

剰余金の配当（注）     △297,094 △297,094   △297,094 △297,094 

中間純利益    1,305,197  1,305,197    1,305,197 1,305,197 

自己株式の処分    △14,112  △14,112  153,090    △280   138,698 138,698 

株主資本以外の項目の 
中 間 会 計 期 間 中 の 
変動額（純額） 

     － 

中間会計期間中の変動額合計    －     －     －   －  2,000,000 △1,006,009  993,990  153,090    △280   1,146,800 1,146,800 

平成18年8月31日 残高 1,515,150  1,950,724  1,950,724 53,464 15,700,000  1,717,226 17,470,690 △1,296,977     － 19,639,587 19,639,587 

（注） 平成 18 年 5 月 30 日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

当中間会計期間（自平成 19 年 3 月 1 日 至平成 19 年 8 月 31 日）                      （単位：千円） 
株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金
合 計 

利 益 
準備金 

別途積立金 繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合 計 

自己株式 自己株式 
申込証拠金 

株主資本 
合 計 

純資産合計 

平成19年2月28日 残高 1,515,150  1,950,724  1,950,724 53,464 15,700,000  3,129,652 18,883,116 △1,015,745    1,414 21,334,660 21,334,660 

中間会計期間中の変動額       

別途積立金の積立て（注）    2,000,000 △2,000,000      －      － － 

剰余金の配当（注）     △423,975 △423,975   △423,975 △423,975 

中間純利益    1,425,310  1,425,310    1,425,310 1,425,310 

自己株式の処分    △22,736  △22,736  232,470    △1,414   208,320 208,320 

株主資本以外の項目の 
中 間 会 計 期 間 中 の 
変動額（純額） 

     － 

中間会計期間中の変動額合計    －     －     －   －  2,000,000  △1,021,400  978,599  232,470    △1,414   1,209,655 1,209,655 

平成19年8月31日 残高 1,515,150  1,950,724  1,950,724 53,464 17,700,000  2,108,252 19,861,716 △783,275     － 22,544,315 22,544,315 

（注） 平成 19 年 5 月 30 日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成 18 年 3 月 1 日 至平成 19 年 2 月 28 日）             （単位：千円） 

株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 

資本準備金 資本剰余金
合 計 

利 益 
準備金 

別途積立金 繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合 計 

自己株式 自己株式 
申込証拠金 

株主資本 
合 計 

純資産合計 

平成18年2月28日 残高 1,515,150 1,950,724 1,950,724 53,464 13,700,000    2,723,235 16,476,699 △1,450,067    280 18,492,786 18,492,786 

事業年度中の変動額       

別途積立金の積立て（注）    2,000,000 △2,000,000     －      － － 

剰余金の配当（注）     △297,094  △297,094   △297,094 △297,094 

当期純利益      2,738,400  2,738,400   2,738,400 2,738,400 

自己株式の処分       △34,888   △34,888   434,322    1,134   400,568 400,568 

株主資本以外の項目の 
中 間 会 計 期 間 中 の 
変動額（純額） 

     － 

事業年度中の変動額合計    －      －      －    －  2,000,000    406,417  2,406,417   434,332    1,134   2,841,873 2,841,873 

平成19年2月28日 残高 1,515,150 1,950,724 1,950,724 53,464 15,700,000  3,129,652 18,883,116 △1,015,745    1,414 21,334,660 21,334,660 

（注） 平成 18 年 5 月 30 日開催の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（4）中間キャッシュ･フロー計算書 

 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の 
要約ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

                         
 
 
  

 
 
 
 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成18年8月31日） 

（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成19年8月31日） 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
  至 平成 19 年 2 月 28 日） 

区 分 
注記

番号 
金    額（千円） 金    額（千円） 金    額（千円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ･フロー     

 税引前中間（当期）純利益  2,210,452 2,418,966 4,612,948 

 減価償却費  267,501 232,272 546,250 

 無形固定資産償却費、その他投資 
 及び繰延資産償却費 

 
 14,276 19,474 33,655 

 貸倒引当金の増加（△減少）額  △9 44 △24 

 賞与引当金の増加額  54,195 38,655 25,000 

 退職給付引当金の増加額  35,163 16,505 75,995 

 役員退職慰労引当金の減少額  △12,474 △241,262 △8,419 

 受取利息及び受取配当金  △2,545 △21,016 △8,626 

 支払利息  1,895 615 3,284 

 固定資産除却損  1,557 13,382 3,654 

固定資産減損損失  2,440 － 2,440 

 有形固定資産売却損  36 － 36 

 売上債権の減少（△増加）額  △7,719 4,261 1,157 

 たな卸資産の減少（△増加）額  2,622 5,240 △17,361 

 前払費用の増加額  △94,327 △88,352 △597 

 その他流動資産の減少（△増加）額  △14,382 △27,548 6,012 

 仕入債務の増加額  220,870 113,715 165,752 

 未払消費税等の増加（△減少）額  42,505 △72,140 105,547 

 未払費用の増加（△減少）額  49,618 △13,846 186,084 

未払金の増加額  196,577 88,367 272,556 

長期未払金の増加額  － 27,256 － 

 その他流動負債の増加額  79,379 55,674 31,073 

 その他  37,681 △3,151 △24,256 

    小       計  3,085,314 2,567,113 6,012,162 

 利息及び配当金の受取額  3,516 18,856 9,165 

 利息の支払額  △1,772 △208 △2,772 

 法人税等の支払額  △834,111 △1,123,288 △1,662,137 

  営業活動によるキャッシュ･フロー  2,252,946 1,462,473 4,356,418 
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 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度の 
要約ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書 

                         
 
 
  

 
 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成18年8月31日） 

（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成19年8月31日） 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
  至 平成19年2月28日） 

区 分 
注記

番号 
金    額（千円） 金    額（千円） 金    額（千円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ･フロー 
    

 定期預金の預入による支出  △30,000 △30,000 △60,000 

 定期預金の払戻による収入  60,000 60,000 60,000 

有価証券の取得による支出  － △301,527 △499,485 

有価証券の満期による収入  － － 499,485 

 有形固定資産の取得による支出  △403,745 △83,342 △425,213 

 有形固定資産の売却による収入  20 － 20 

 無形固定資産の取得による支出  △22,349 △1,662 △81,207 

 貸付けによる支出  － △4,500 － 

 貸付金の回収による収入  1,230 1,380 2,440 

 その他投資の取得による支出  △36,296 △100,334 △49,475 

 その他投資の減少による収入  5,899 61,074 148,297 

 預り保証金の減少による支出   － △3,666 △8,532 

預り保証金の増加による収入  1,200 － 1,200 

  投資活動によるキャッシュ･フロー   △424,042 △402,577 △412,470 

     

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ･フロー     

 長期借入金の返済による支出  △200,000 △170,000 △366,000 

 配当金の支払額  △296,072 △422,749 △296,591 

自己株式の処分による収入  138,698 208,460 399,434 

その他  － － 1,134 

  財務活動によるキャッシュ･フロー  △357,374 △384,289 △262,023 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額  － － － 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額      1,471,529 675,606 3,681,924 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  6,600,874 10,282,798 6,600,874 

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）

残高 
※ 8,072,404 10,958,405 10,282,798 

     



株式会社オオゼキ（7617）平成 20 年 2 月期中間短信（非連結） 

17 

 

（5）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項 目 
前中間会計期間 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 2 月 28 日） 

 
１．資産の評価基準及び評価

方法 
 

 
（１）有価証券 
    満期保有目的の債券 
      償却原価法（定額法） 
    その他有価証券 
      時価のないもの 
        移動平均法による原価法 
（２）たな卸資産 
    商品のうち生鮮食料品 
      最終仕入原価法による原価法 
    上記以外の商品 
      売価還元法による原価法 
    貯蔵品 
      最終仕入原価法による原価法 
 

 
（１）有価証券 
    満期保有目的の債券 
         同   左 
    その他有価証券 
      時価のないもの 
         同   左 
（２）たな卸資産 
   商品のうち生鮮食料品 

同   左 
    上記以外の商品 
          同   左 
    貯蔵品 
          同   左 
 

 
（１）有価証券 
    満期保有目的の債券 
         同   左 
    その他有価証券 
      時価のないもの 
         同   左 
（２）たな卸資産 
   商品のうち生鮮食料品 
         同   左 
    上記以外の商品 
         同   左 
    貯蔵品 
         同   左 
 

 
２．固定資産の減価償却の方

法 

 
（１）有形固定資産 

 
（１）有形固定資産 

 
（１）有形固定資産 

     定率法 
 ただし、平成 10 年 4 月 1 日以

降に取得した建物（附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 
なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。        

   建物    9 年～47 年 

         同   左 
 

 
 
 
 

 
 

（会計方針の変更） 
当中間会計期間より、法人税法の

改正（所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年3月30日 法律第

6 号）及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令 平成19年3月30
日 政令第 83 号）に伴い、当社の

平成 19 年 4 月 1 日以降に取得した

有形固定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に

変更しております。これによる損益

への影響は軽微であります。 
 

同   左 
 
 
 
 
 

 （２）無形固定資産 
①のれん 

   5 年間で均等償却しておりま

す。 
平成 18 年 4 月 26 日改正の中

間財務諸表等規則を早期適用し、

「営業権」を「のれん」として記

載しております。 
 

（２）無形固定資産 
① 

 

（２）無形固定資産  
① 

 

 ②ソフトウェア 
 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用可

能期間（5 年）に基づく定額法に

よっております。 
 

②ソフトウェア 
 同  左 

 
 

 
 
 

 ②ソフトウェア 
同  左 
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項 目 

前中間会計期間 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 2 月 28 日） 

 
（１）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 
（１）貸倒引当金 
         同   左 
 
 
 
 
 
 

 
（１）貸倒引当金 
         同   左 
 
 
 
 
 

 

（２）賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
         同   左 
 
 
 

（２）賞与引当金 
 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担額

を計上しております。 

（３）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき当中間

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。なお、数理計算上の差異

は、発生年度の翌事業年度に一括

で費用処理することとしており

ます。 

（３）退職給付引当金 
         同   左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上し

ております。なお、数理計算上の

差異は、発生年度の翌事業年度に

一括で費用処理することとして

おります。 
 

 
３．引当金の計上基準 

（４）役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。 
 

（４） 
          

（４）役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上してお

ります。 

 
４．リース取引の処理方法 

  
 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 
 

 
         同   左 

 
         同   左 

 
５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 
 手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から 3 ヵ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなって

おります。 
 

 
         同   左 

 
         同   左 

 
６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 
消費税等の会計処理 
 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。 
 

 
         同   左 

 
         同   左 
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（6）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
前中間会計期間 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 2 月 28 日） 

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 
 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5
号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会平成 17 年 12 月 9 日企業会計基準適用指針

第 8 号）を適用しております。従来の資本の部

の合計に相当する金額は19,639,587千円であり

ます。 
 なお、中間財務諸表等規則の改正により当中

間会計期間における中間貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 
 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14
年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 

平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。

これにより税引前中間純利益は 2,440 千円減少

しております。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の

中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 
 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第 5 号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準委員会平成17
年 12 月 9 日企業会計基準適用指針第 8 号）を適

用しております。従来の資本の部の合計に相当す

る金額は 21,334,660 千円であります。 
 なお、財務諸表等規則の改正により当事業年度

における貸借対照表の純資産の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成しております。 
 
 
 
（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9
日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15
年 10 月 31 日）を適用しております。これにより

税引前当期純利益は 2,440 千円減少しておりま

す。 
 なお、減損損失累計額については、改正後の財

務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控

除しております。 
 

 
 
（表示方法の変更） 

 
前中間会計期間 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 8 月 31 日） 

 
（キャッシュ・フロー計算書） 
  
営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増加額」は、前中間会

計期間は、「その他流動負債の増加（△減少）額」に含めて表示しており

ましたが、金額的重要性が増したため区分掲記しております。 
なお、前中間会計期間の「その他流動負債の増加（△減少）額」に含ま

れている「未払金の増加（△減少）額」は△132,859 千円であります。 
 

 
 

 

 （追加情報） 

 

前中間会計期間 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 8 月 31 日） 

 
 

 

 
（役員退職慰労引当金） 
従来、役員の退職慰労金の支給に充てるため、当社においては、内規に

基づく期末要支給額を、役員退職慰労引当金として計上しておりましたが、

平成 19 年 5 月 30 日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を

廃止し、打切り支給することを決議いたしました。これに伴い役員退職慰

労引当金は全額取崩して、27,256 千円を｢長期未払金｣に振替え、固定負債

「その他」に含めて計上しております。 
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（7）中間財務諸表に関する注記事項 
 
ａ．中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書に関する注記事 

項等 
 
（中間貸借対照表関係） 

 
前中間会計期間末 

（平成 18 年 8 月 31 日） 
当中間会計期間末 

（平成 19 年 8 月 31 日） 
前事業年度末 

（平成 19 年 2 月 28 日） 
 
※1 有形固定資産の減価償却累計額 
           4,488,958 千円 
 
※2 担保提供資産 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

 
※1 有形固定資産の減価償却累計額    

           4,930,680 千円 
 
※2 担保提供資産 

担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
 

 
※1 有形固定資産の減価償却累計額 

        4,755,111 千円 
 

※2 担保提供資産 
担保に供している資産は次のとおりで

あります。 
 

     建物      1,106,680 千円 
   土地      6,940,118 
   有形固定資産その他 
            2,495     

       計      8,049,294 

   建物      1,025,887 千円 
   土地      6,940,118 
 
                    
       計        7,966,005 

建物      1,076,763 千円 
土地      6,940,118 
有形固定資産その他 

            2,303    
計      8,019,184 

  
（上記に対応する債務） 
長期借入金     336,000 千円 
（一年内返済予定 
長期借入金を含む）               

      計      336,000 
 

 
  担保資産に対応する債務 
 担保資産に対応する債務はありません。 
 銀行取引に係る根抵当権が設定されており

ます。 

 
（上記に対応する債務） 
長期借入金     170,000 千円 
（一年内返済予定 
長期借入金を含む）               

       計       170,000 

※3 消費税等の取扱い 
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、「未払消費税等」として表示して

おります。 

※3 消費税等の取扱い 
同   左 
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（中間損益計算書関係） 
                                                                                         

前中間会計期間 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
 至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 
 至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
 至 平成 19 年 2 月 28 日） 

 
※1 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息         194 千円 
有価証券利息       2,235千円 
受取手数料        19,798千円 

 
※1 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息        3,369 千円 
有価証券利息      17,511千円 
受取手数料       22,565千円 

 
※1 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息         482 千円 
有価証券利息      8,028 千円 
受取手数料       42,974 千円 

※2 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息          1,895 千円 
株式上場関連費用      6,800 千円 

※2 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息         615 千円 
 

※2 営業外費用のうち主要なもの 
支払利息        3,284 千円 
株式上場関連費用   24,200 千円 

※3 特別利益のうち主要なもの 
貸倒引当金戻入益       9 千円 

※3   
       

※3 特別利益のうち主要なもの 
貸倒引当金戻入益      24 千円 

※4 特別損失の主要なもの 
車両運搬具売却損      36 千円 
 
工具器具備品除却損   1,557 千円 
減損損失         2,440 千円 

※4 特別損失の主要なもの 
車両運搬具除却損       50千円 

 建物除却損       9,039 千円 
工具器具備品除却損   4,292 千円 
 

※4 特別損失の主要のもの 
車両運搬具除却損     323 千円 
 
工具器具備品除却損   2,222 千円 
ソフトウェア除却損   1,108 千円 

 
※5 減損損失 

当中間会計期間において、当社は以下の

資産について減損損失を計上しました。 
 

場所 用途 種類 金額  
（千円） 

群馬県 
高崎市 未利用地 土地 2,440 

 
当社は、事業用資産、賃貸用資産、遊休資産

に区分し、事業用資産は店舗ごと、賃貸用資産、
遊休資産は、個々の物件ごとにグルーピングし
ております。 
群馬県高崎市の土地については、未利用とな

っており、地価も著しく下落しましたので回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しました。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額を不動

産鑑定基準に基づいて算定しております。 

 
※5   

 

 
※5 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産

について減損損失を計上しました。 
 

場所 用途 種類 金額  
（千円） 

群馬県 
高崎市 未利用地 土地 2,440 

 
当社は、事業用資産、賃貸用資産、遊休資産

に区分し、事業用資産は店舗ごと、賃貸用資産、
遊休資産は、個々の物件ごとにグルーピングし
ております。 
群馬県高崎市の土地については、未利用とな

っており、地価も著しく下落しましたので回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しました。 

なお、当該資産の回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額を不動

産鑑定基準に基づいて算定しております。 
 
 

6 減価償却実施額 
有形固定資産     267,501 千円 
無形固定資産      10,294 千円 

6 減価償却実施額 
有形固定資産     232,272 千円 
無形固定資産     16,407 千円 

6 減価償却実施額 
有形固定資産     546,250 千円 
無形固定資産      25,691 千円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

 
前中間会計期間（自 平成 18 年 3 月 1 日  至 平成 18 年 8 月 31 日） 

 
１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度株式数（株） 当中間会計期間増加株式数（株） 当中間会計期間減少株式数（株）当中間会計期間末株式数（株） 
発行済株式     

普通株式  12,651,000 － － 12,651,000 

合 計 12,651,000 － － 12,651,000 

自己株式     

普通株式 （注）     767,220 － 81,000     686,220 

合 計     767,220 － 81,000     686,220 

（注） 減少株式数の内訳は次のとおりであります。新株予約権の行使に基づく自己株式の処分による減少 81,000 株 

 
2. 配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

1 株当たり配当金 
（円） 基準日 効力発生日 

平成 18 年 5 月 30 日 
 定時株主総会 普通株式 297,094 25 平成 18 年 2 月 28 日 平成 18 年 5 月 31 日 

 
（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

      該当事項はありません。 
 

当中間会計期間（自 平成 19 年 3 月 1 日 至 平成 19 年 8 月 31 日） 
 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 前事業年度株式数（株） 当中間会計期間増加株式数（株） 当中間会計期間減少株式数（株） 当中間会計期間末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  12,651,000 － － 12,651,000 

合 計 12,651,000 － － 12,651,000 

自己株式     

普通株式 （注）     537,420 － 123,000     414,420 

合 計     537,420 － 123,000     414,420 

    （注） 減少株式数の内訳は次のとおりであります。新株予約権の行使に基づく自己株式の処分による減少123,000株 

 
2. 配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

1 株当たり配当金 
（円） 基準日 効力発生日 

平成 19 年 5 月 30 日 
 定時株主総会 普通株式 423,975 35 平成 19 年 2 月 28 日 平成 19 年 5 月 31 日 

     
（2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

     該当事項はありません。 
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前事業年度（自 平成 18 年 3 月 1 日 至 平成 19 年 2 月 28 日） 
 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
 前事業年度株式数（株） 当中間会計期間増加株式数（株） 当中間会計期間減少株式数（株） 当中間会計期間末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  12,651,000 － － 12,651,000 

合計 12,651,000 － － 12,651,000 

自己株式     

普通株式 （注）     767,220 － 229,800     537,420 

合 計     767,220 － 229,800     537,420 

   （注） 減少株式数の内訳は次のとおりであります。新株予約権の行使に基づく自己株式の処分による減少229,800株 

 
２. 配当に関する事項 
（1）配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

1 株当たり配当金 
（円） 基準日 効力発生日 

平成 18 年 5 月 30 日 
 定時株主総会 普通株式 297,094 25 平成 18 年 2 月 28 日 平成 18 年 5 月 31 日 

     
（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 株式の種類 配当金の総額 
（千円） 

1 株当たり配当金 
（円） 基準日 効力発生日 

平成 19 年 5 月 30 日 
 定時株主総会 普通株式 423,975 35 平成 19 年 2 月 28 日 平成 19 年 5 月 31 日 

 

 

（中間キャッシュ･フロー計算書関係） 
                                  

前中間会計期間 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
 至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 

  至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
 至 平成 19 年 2 月 28 日） 

 
※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係（平成 18 年 8 月 31 日現在） 
（千円） 

現金及び預金勘定   5,734,412 
有価証券勘定     2,483,099 
小 計       8,217,512 

 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金     △45,000 
公社債投資信託    △100,108 
現金及び現金同等物  8,072,404 

 
    

   

 
※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係（平成 19 年 8 月 31 日現在） 
（千円） 

現金及び預金勘定   4,865,516 
有価証券勘定     6,539,652 
小 計       11,405,168 

 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金     △45,000 
公社債投資信託等   △401,763 
現金及び現金同等物  10,958,405 

 
  

   

 
※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係（平

成 19 年 2 月 28 日現在） 
（千円） 

現金及び預金勘定   5,973,101 
有価証券勘定     4,484,933 
小 計              10,458,034 

 
預入期間が 3 ヶ月を 
超える定期預金     △75,000 
公社債投資信託    △100,236 
現金及び現金同等物  10,282,798 
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ｂ．リース取引 

     
該当事項はありません。 

 
 
ｃ．有価証券 
 
１. 満期保有目的の債権で時価のあるもの 

（前中間会計期間） 
      該当事項はありません。 
 

（当中間会計期間） 
 種 類 貸借対照表計上額（千円） 時 価（千円） 差 額（千円） 

（1）短期国債 
（2）その他 

1,998,954 
－ 

 
 

1,999,147 
－ 

 
 

192 
－ 

 
 時価が貸借対照表計上額を 

超えるもの 
小計 1,998,954  1,999,147  192  

（1）短期国債 
（2）その他 

998,871 
－ 

 
 

998,850 
－ 

 
 

△21 
－ 

 
 時価が貸借対照表計上額を 

超えないもの 
小計 998,871  998,850  △21  

合 計 2,997,826  2,997,997  170  

 
（前事業年度） 

 種 類 貸借対照表計上額（千円） 時 価（千円） 差 額（千円） 

（1）短期国債 
（2）その他 

499,378 
－ 

 
 

499,711 
－ 

 
 

333 
－ 

 
 時価が貸借対照表計上額を 

超えるもの 
小計 499,378  499,711  333  

（1）短期国債 
（2）その他 

1,498,438 
－ 

 
 

1,498,313 
－ 

 
 

△125 
－ 

 
 時価が貸借対照表計上額を 

超えないもの 
小計 1,498,438  1,498,313  △125  

合 計 1,997,816  1,998,024  208  

 
 

2．時価評価されていない主な有価証券の内容 
 

前中間会計期間末 
（平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間末 
（平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度末 
（平成 19 年 2 月 28 日）  

中間貸借対照表計上額（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 
（1）満期保有目的の債券 
   ノムラヨーロッパファイナンス 
   N.V.NO.4737 

300,000 300,000       300,000 

（2）その他有価証券 
フリーファイナンシャルファンド 
（4 銘柄） 

 
1,630,690 

 
1,637,749 

 
      1,633,330 

   その他 852,409 1,904,076         853,786 
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ｄ．デリバティブ取引 

 
      前中間会計期間（  自 平成 18 年 3 月 1 日  至 平成 18 年 8 月 31 日） 
         当社は、デリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 
 
      当中間会計期間（  自 平成 19 年 3 月 1 日  至 平成 19 年 8 月 31 日） 
         当社は、デリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 
 
      前事業年度    （  自 平成 18 年 3 月 1 日  至 平成 19 年 2 月 28 日） 
         当社は、デリバティブ取引は、全く行っておりませんので該当事項はありません。 
 
 
ｅ．持分法投資損益等 

 
     該当事項はありません。 
 
 
ｆ．ストック・オプション等 

 
該当事項はありません。 

 
 
ｇ．企業結合等 

 
該当事項はありません。 
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ｈ．1 株当たり情報 

 
前中間会計期間 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
 至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 

  至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
 至 平成 19 年 2 月 28 日） 

 
１株当たり純資産額     1,641 円 45 銭 
１株当たり中間純利益金額   109 円 35 銭 
潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 
               107 円 89 銭 

 
 
 

 
１株当たり純資産額     1,842 円 37 銭 
１株当たり中間純利益金額   116 円 85 銭 
 なお、潜在株式調整後 1 株当たり中間純利益

金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

 
１株当たり純資産額     1,761 円 10 銭 
１株当たり当期純利益金額   228 円 51 銭 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 
               226 円 81 銭 
  

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 前中間会計期間 

（自 平成 18 年 3 月 1 日 
  至 平成 18 年 8 月 31 日） 

当中間会計期間 
（自 平成 19 年 3 月 1 日 

  至 平成 19 年 8 月 31 日） 

前事業年度 
（自 平成 18 年 3 月 1 日 
至 平成 19 年 2 月 28 日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    
 中間（当期）純利益（千円） 1,305,197 1,425,310 2,738,400 
 普通株主に帰属しない金額（千円） － － －  
 普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 1,305,197 1,425,310 2,738,400 
 期中平均株式数（株） 11,935,622 12,197,981 11,983,628 

    
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額    
 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 
 普通株式増加数（株） 162,249 － 89,989 
  （うち新株予約権） （162,249）   － （89,989） 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 
－  － － 

 
 
 
 
ⅰ．重要な後発事象 

 
前中間会計期間（  自 平成 18 年 3 月 1 日  至 平成 18 年 8 月 31 日） 

 
   該当事項はありません。 
 

当中間会計期間（  自 平成 19 年 3 月 1 日  至 平成 19 年 8 月 31 日） 
 
   該当事項はありません。 
 

前事業年度    （  自 平成 18 年 3 月 1 日  至 平成 19 年 2 月 28 日） 
 
   該当事項はありません。 
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5. その他 

 
   （部門別売上高状況表） 
 

前中間会計期間  
（自 平成 18 年３月  1 日  

  至 平成 18 年 8 月 31 日）  

当中間会計期間  
（自 平成 19 年３月  1 日  

  至 平成 19 年 8 月 31 日）  

前事業年度  
（自 平成 18 年 3 月  1 日  
 至 平成 19 年 2 月 28 日）  

 

 
品 目 別 

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 売 上 高 構成比 

  千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 

精   肉 3,705,897 12.0 3,887,092 11.9 7,676,961 12.3 

青   果 6,785,377 21.9 7,159,825 22.0 13,318,254 21.3 

鮮   魚 4,047,064 13.0 4,196,287 12.9 8,208,219 13.1 

惣   菜 74,920 0.2 109,070 0.3 166,900 0.2 

 

生

鮮

食

品 

小   計 14,613,259 47.1 15,352,275 47.1 29,370,336 46.9 

日   配 6,030,637 19.4 6,276,938 19.3 12,288,702 19.6 

食   品 5,605,774 18.1 5,913,649 18.1 11,269,789 18.0 

菓   子 2,030,978 6.5 2,109,838 6.5 4,105,550 6.6 

酒 2,161,884 7.0 2,340,908 7.2 4,361,548 7.0 

一

般

食

品 

小   計 15,829,275 51.0 16,641,334 51.1 32,025,590 51.2 

そ の 他 583,171 1.9 590,848 1.8 1,186,213 1.9 

 合     計 31,025,706 100.0 32,584,458 100.0 62,582,140 100.0 

（注）1．販売数量については、取扱商品が多種多様であり、その表示が困難なため記載を省略しております。 

      2．日配は、冷凍食品、漬物、麺類、練物、乳製品、豆腐等であります。 

      3．その他は、雑貨、煙草、商品券等であります。 

 

    （単位当たり売上高状況表） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
             

 項    目 （自 平成 18 年 3 月  1 日 
  至 平成 18 年 8 月 31 日） 

（自 平成 19 年 3 月  1 日 
  至 平成 19 年 8 月 31 日） 

（自 平成 18 年 3 月  1 日 
  至 平成 19 年 2 月 28 日） 

売   上   高 31,025,706 千円 32,584,458 千円 62,582,140 千円 

売場面積（期中平均） 
1 ㎡当たり売上高 

16,423 ㎡ 
1,889 千円 

16,803 ㎡ 
1,939 千円 

16,606 ㎡ 
3,769 千円 

従業員数（期中平均） 
1 人当たり売上高 

1,475 人 
21,034 千円 

1,495 人 
21,795 千円 

1,470 人 
42,573 千円 

（注）1．売場面積は、「大規模小売店舗立地法」に基づくものであります。 

2．従業員数は、パートタイマー等（1 人当り 1 日８時間換算）を含めた期中平均在職人数によっております。 
 


